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研究実績の概要 

本研究は、相談内容・子どもの年齢を限定しない相談窓口である「子育てなんでも相談セン

ターきらきら」（以下「きらきら」と表記）が受理した子育て相談の記録概要である「業務記

録」を対象に行われた。開設から令和４年３月現在でのべ相談件数は 17,157 件にのぼる。

３カ年の研究を通じて明らかになったことは以下のとおりである。 

１．「安心・砦サポート」を要する養育者の存在 

相談内容をソーシャル・サポート理論に基づき分類した結果、「情緒的サポート」「道具

的サポート」「情報的サポート」に該当すると言い切れないサポートが求められている

ことが明らかとなった。相談者の子育てに関する行動への確認や、相談者・コーディネ

ーターの双方の個人に関する情報はわからないものの、いつも同じ人が相談に応じると

いう「匿名のなかでの個人の特定」によるサポートを期待するニーズである。このニー

ズソーシャル・サポート安心・砦サポート」と命名し、４種のソーシャル・サポートに

分類した結果、「情報的サポート」62.8%、「情緒的サポート」43.6%、「安心・砦的サポー

ト」41.2%、「道具的サポート」5.6%であった（小池ら 2020）。このサポートを要する子

育て家庭にとって、「きらきら」はハブ的相談機関となっていることが明らかになった

（伊藤ら 2020）。結果を通じて、これまで親族等の近親者に行っていた子育て相談が難

しくなっている、子育て家庭の孤立があることが推察された。 

 

２．包括的支援体制のありかた 

「きらきら」は隔月で運営委員会を開催し、受理した相談の傾向および事例検討を行っ

てきた。運営委員会の構成員は、関係機関（市の「きらきら」担当課、教育委員会、母

子保健係）、専門職（小児科医、臨床心理士）、地域の子育て支援団体代表者等が参画し、

多機関・他職種で成立している。運営委員会を通じて、互いの専門理解が促されること、

課題解決が具体的に視覚化されることによって、「顔の見える関係」およびその向こう

側にある「相手の価値観」への理解が促進されることとなった。 

 

以上、本研究を通じて、民間機関が所有する強みを活かした相談窓口の設置が新たなニー

ズの顕在化につながること、重層的・包括的な相談体制のモデル的なあり方を示すことがで

きた。この成果が、今後、一層の充実と展開が期待される子ども家庭福祉における一体型相

談支援事業（妊娠・子育てほっとステーション）、重層的支援体制整備事業における体制に対

する政策提言が可能である。 

 

 


